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研究成果の概要（和文）：現代日本では、人口減少が進むと同時に東京圏への人口の集中が進んでおり、地方圏
では地域の持続可能性に対する懸念がみられる。そこで本研究では、地方圏でどのような地域に人口が集中して
いるのか、その背後にどのようなメカニズムが作用しているのかを検討した。その結果、都道府県間、市町村
間、市町村内のいずれの場合でも、地方圏では中心的な地域に人口は集中する傾向にあること、しかしながら中
心的な地域でも人口は減少しており、多くの場合は周辺の方が高齢化等の影響で中心より人口減少のスピードが
速いために相対的な意味で中心に人口が集中していたことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：While national population decline and population concentration in the Tokyo 
metropolitan area have continued in contemporary Japan, the sustainability of regional populations 
in peripheral areas is concerning. Therefore, in this study, we examined the spatial population 
distribution changes in Japan’s peripheral areas. The results show that the population tends to be 
concentrated in central areas and in local regions, whether between prefectures, between 
municipalities, or within municipalities, but the population is also declining in central areas. In 
short, the population is concentrated in the central areas because the periphery is losing 
population at a faster rate than the center, mainly due to the aging population.

研究分野： 人口地理学

キーワード： 人口分布　地方圏　都市　農村　地理情報システム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的な意義は、検討が遅れていた地方圏の人口分布について、GISを活用しつつポスト人口転換期の
人口学的な特徴と関連付けながら論じた点にある。
本研究の社会的意義は、地域スケールにかかわらず、人口分布は中心的な地域に集中する傾向は続いているが、
そのメカニズムはコンパクトな中心を形成しようとする政策意図とは異なり、中心とそれ以外の人口減少のスピ
ードの違いに由来していることを示した点にある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１. 研究開始当初の背景 
(1)日本では、若年者の人口移動により東京をはじとめとする大都市への人口集中が進んできた。
そうした中で、近年は、東京や大阪のような大都市にみられる人口の都心回帰現象や衰退する郊
外住宅地への関心が高まり、大都市内部の人口分布の検討が進んだ一方で、地方圏の人口分布が
どのように変化しているのかは十分に明らかになっていない。 
 
(2)地方圏の農村では、U・J・I ターン者の受入れや新しい地域経済の仕組みの事例など、人口
減少が進む中で地域づくりの成功例に研究上の関心が集中している。また地方圏の都市では、産
業構造の変化とともに土地利用も変わりつつあり、そこへ人口減少の影響で未利用地や空き家
が都市内部に散発的に生じていることが報告されてきた。ただし、それらは事例研究にとどまっ
ており、全体としてどのような特徴がみられるのかは必ずしも明確ではなかった。 
 
２. 研究の目的 
(1) 本研究では、市町村およびそれよりミクロな地域を単位としたデータを利用して、主として
1990年代以降における地方圏の人口分布変動を明らかにすることを目的とする。 
 
(2)地方創生における地方都市の人口ダム論や、国土のグランドデザイン 2050 におけるコンパ
クト・プラス・ネットワーク論のように、人口分布の今後の有り様は政策サイドの関心事の一つ
である。本研究を通じて実証的な知見の不足を補うことで、これら政策の妥当性や改善の方向性
を提示することや、より高精度の将来人口推計の実現にも結びつけることを視野に研究を進め
る。 
 
３. 研究の方法 
(1)市町村などの既存の行政領域を単位とした国勢調査や人口動態調査、住民基本台帳人口移動
報告等の既存統計資料を活用することで、市町村等を単位とする人口分布変動の傾向や、人口分
布変化をもたらす人口学的要因である社会増加や自然増加についての分析を行う。 
(2)国勢調査の旧市町村別集計や、地域メッシュ統計、町丁・字等を単位とする小地域統計を利
用し、地理情報システム（GIS）を活用しながら市町村内部の人口分布変動や人口学的要因につ
いての分析を行う。 
(3)個別地域についての事例的な検討を行う。 
 
４. 研究成果 
(1)都道府県や市町村を単位とした人口変動については、日本の地方圏における中長期的な人口
のトレンドとその背後にある人口学的要因（自然増加と社会増加）の変化を、主に国勢調査を利
用して分析した。 
その結果、20 世紀においては，非大都市圏と大都市圏のいずれも人口が大きく増加していた

が，これは日本が人口転換の多産少死のフェーズにあったためである。地方圏では，大都市圏へ
の人口移動により恒常的に社会減少が続いてきたものの，20 世紀においては，自然増加がそれ
をカバーすることで人口が増加してきた。しかし，人口置換水準を下回る出生率が継続すること
で出生数が減少し，また規模の大きいコーホートが高齢期に入って死亡数が必然的に増加して
いる。そこで，地方圏も自然減へと転換し，さらに減少の幅が拡大しつつある。その結果，現在
では，地方圏の人口減少はほとんど自然減少によって説明される。一方で，社会減少も地方圏の
人口減少に一定の寄与を保っている。コーホート変化の比較により，一部の地域では女性の出身
地への残留率が低下していることが観察された。また市町村の社会増加率をみると，その値と人
口規模は正の相関を有している。ここから，報道などでみられる都市出身者の農村集落などへの
移住は，限られたものであるといえる。 
この他、将来の人口への影響については、高齢化率の高い地域ほど、そして純移動率の低い

地域ほど、今後の人口減少が進みやすくなっていたのに対し、出生率の高低は今後の人口減少と
の直接的な関連はみられなかった。このことは、地方圏の多くで相対的に人口減少が早く進むこ
と、そのため人口分布は高い中心地機能を有する地域（≒人口規模の大きな都市的地域）へとま
すます集中していくことを示唆するものである。ただし、人口の集中する地域であっても人口が
減少する可能性は高いという点に注意が必要である。 
 
(2)人口分布変化に大きな影響をもたらす人口移動については複数の成果が得られた。第一に、
1980〜2015 年の東京圏、大阪圏、名古屋圏、非大都市圏にみられる純移動数が総じて保たれて
きた背景事情についてである。主として住民基本台帳移動報告を用いてこれら 4 地域間の転出
数や粗転出率、標準化転出比の分析、さらには転出数の変化を人口構造要因とモビリティ要因に
分解するといった分析を実施した。 
その結果、高齢化などの人口構造要因で転出数が減少しやすくなっていたことが確認された。



また、移動性向が転出数に及ぼす影響は多様であることが明らかになった。すなわち、東京圏を
発地や着地とする大都市圏間の移動性向は高まっており、とくに大阪圏や名古屋圏から東京圏
へのそれは顕著であり、男性よりも女性で明瞭であった。ただし、同じ大都市圏間の人口移動で
あっても、大阪圏と名古屋圏との間での移動性向は、若干弱まっていた。その一方、大都市圏か
ら非大都市圏への移動性向は大幅に低下したのに対して、非大都市圏から大都市圏への移動性
向の低下は緩やかで、東京圏や名古屋圏へのそれは上昇ないしは維持されていた。これらの結果
を踏まえて、4 地域の純移動が 1980 年代以降おおむね保たれたことの人口学的なメカニズムに
ついて整理した。転出超過が続く非大都市圏については、大都市圏からの移動性向が低下したの
に対し、大都市圏への移動性向、とりわけ東京圏や名古屋圏へのそれが総じて保たれたことで、
結果として大幅な転出超過を促しやすい状況となっていた。転入超過が続く東京圏については、
非大都市圏との間での移動性向のうち東京圏へのものが保たれたのに対し非大都市圏へのもの
は低下したこと、そして大阪圏および名古屋圏との間での移動性向のうち東京圏へのものが東
京圏からのものよりも相対的に高まったことで、結果として転入超過を促しやすい状況となっ
ていた。若干の転出超過である大阪圏と若干の転入超過である名古屋圏については、両地域とも
非大都市圏との間での移動性向は両地域からのものが両地域へのものよりも低下幅が小さく、
そして東京圏との間での移動性向は両地域からのものが両地域へのものより上昇幅が小さかっ
たことで、結果として両地域にみられる若干の転出超過と転入超過を維持しやすい状況となっ
ていた。 
 
(3) 人口移動に関する成果の二点目は、新型コロナウイルスがもたらした国内人口移動への影
響についてである。この研究では、主に住民基本台帳人口移動報を活用し、新型コロナウイルス
感染拡大に伴う国内人口移動傾向の変化を概観するとともに、1994 年以降の都道府県別転入数
および転出数の変化を人口構造要因とモビリティ要因に分解し、東京圏における分析結果を中
心にみてきた。 
その結果、全域的にみれば、移動数の変化にはモビリティ要因による影響が大きいものの、

人口構造要因にも相当な地域差がみられ、とくに長期的な観点から移動数の変化を分析するに
は人口構造要因は必要不可欠な視点であるといえる。コロナ禍においては、非大都市圏では総じ
て転出超過数の縮小（転入超過数の拡大）が観察されたが、転入数と転出数についてモビリティ
の変化をみると、全域的に転出モビリティの低下が大きい一方で、転入モビリティの上昇が大き
いのは東京圏に隣接した北関東や甲信地域などに概ね限定され、大半の地域では小幅な上昇に
とどまっていた。とりわけ東北地方では転入モビリティはほとんど変化しておらず、もっぱら転
出モビリティの低下が転出超過数の縮小に寄与している状況であった。東京圏では 2019年以降、
転入モビリティの低下と転出モビリティの上昇が観察されたが、とくに転入モビリティの低下
が大きかった。一方で、2021 年の転入数は 2012年の水準を下回ったものの、転入モビリティは
2015年と同程度であり、2012年と比較しても 10％以上高い水準を維持していた。この点は、比
較的短期間でみても、人口構造要因が転入数や転入超過数の減少に少なからぬ影響を及ぼして
いたことを示すものでもある。 
 
(4)人口移動に関する成果の三点目は、いわゆる平成の大合併と呼ばれる市町村合併が市町村内
の人口移動に及ぼした影響に関するものである。市町村合併によって、役所・役場を失った「周
辺地域」から、新しい役所・役場の置かれた「中心地域」への人口移動が促されるという仮説に
ついて検証を行った。検証に用いたデータは、2000 年国勢調査の示す「5年前の常住地」と現
住地からなる OD 表を、2010 年 10 月 1 日時点の市町村単位で集計したものであり、1995年
から 2000 年にかけての市町村内人口移動を、旧市町村内の人口移動率、「周辺地域」から「中
心地域」への人口移動率、「中心地域」から「周辺地域」への人口移動率、「周辺地域」間での人
口移動率の 4つに集約したものである。この 4つの人口移動率を説明変数、2010 年国勢調査か
ら得られる 2005 年から 2010 年にかけての市町村内人口移動率を被説明変数として重回帰分
析を行い、推定された説明変数の係数の値から、上記仮説の正誤を判断した。その結果、仮説は
地方圏一般に当てはまるとはいえず、むしろ「中心地域」から「周辺地域」への、逆方向の移動
が増加していることが明らかになった。 
 

(5) 市町村内の人口分布変化については、東北地方(青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形

県、福島県)を事例として、1995 年から 2020 年にかけて市町村内の人口分布がどのように変化

したのかについて検討した。東北地方を事例としたのは、日本の非大都市圏の中でも人口減少が

著しく進む県が含まれるとともに、地方中枢都市の仙台市のような人口規模の大きな市から人

口規模の少ない町村まで含まれるため、日本の非大都市圏の状況を理解する上では有用と考え

たからである。 

分析にあたり、市町村の中心を役所（場）の所在地とみなし、中心から半径 1.0kmまたは 2.5km

の同心円の内側を中心部、その外側を周辺部の 2つに市町村内を区分し、国勢調査の 4次メッシ

ュを用いて市町村の中心部と周辺部の人口を推定した。続いて、その推定値を用いて算出した中

心部の人口と人口割合の変化のパターンと、1995年から 2020年にかけての市町村の人口増減の

パターンを踏まえて市町村内の人口分布変化を 6つに類型化した。具体的には、1995年より 2020



年の人口が多い市町村（人口増加市町村）における絶対的集中（中心部の人口と人口割合のいず

れも増加）と絶対的分散（中心部の人口と人口割合のいずれも減少する絶対的分散）と相対的分

散（中心部の人口は増加するものの人口割合は減少する相対的分散）、1995 年より 2020 年の人

口が少ない市町村（人口減少市町村）における絶対的集中、絶対的分散、相対的集中（中心部の

人口は減少するものの人口割合は増加）である。その上で、類型化した結果を地図化するととも

に都市雇用圏の地域類型（大都市雇用圏の中心、大都市雇用圏の郊外、小都市雇用圏の中心、小

都市雇用圏の郊外、都市雇用圏外）との関連性を分析し、市町村内の人口分布変化の特徴を考察

するとともに、その背後にある人口学的なメカニズムについても考察した。 

その結果、明らかになったのは以下の通りである。第一に、東北地方の地方自治体を単位と

した人口分布については、1995 年以降、全ての県並びにほとんどの市町村で人口が減少する中

で、県単位でみれば宮城県、各県の市町村単位でみれば県庁所在都市とその周辺や、比較的人口

規模の大きな市とその周辺の市町村に人口は集中する傾向にあった。第二に、多くの市町村で人

口は中心部に集中していた。ただし、その多くは人口減少市町村が多いこともあって絶対的集中

ではなく相対的集中であり、都市雇用圏外や小都市雇用圏の郊外、大都市雇用圏の郊外の市町村

で相対的集中の割合が高い傾向がみられた。相対的集中の市町村では、中心部と周辺部のいずれ

も社会増加率はマイナスとなっていたことから、周辺部から中心部への転居によって中心部の

人口集中が実現しているとは想定しづらく、全域的にスポンジ化が進行する中でとくに周辺部

でその傾向が著しいと考えられた。第三に、絶対的集中の市町村の多くは、大都市雇用圏や小都

市雇用圏の中心あるいは郊外に位置しており、中心部では社会増加率と自然増加率のいずれも

プラスになる傾向がみられた。また、人口増加市町村では絶対的集中の市町村が過半数を占めて

いた。第四に、絶対的分散の市町村は、大都市雇用圏や小都市雇用圏の中心あるいは郊外にみら

れた。その中には、中心市街地の衰退や空洞化のために人口の集中する区域がドーナツ状に分布

するものがあり、それらの市町村は中心部の範域を広げると相対的集中の類型に区分された。こ

れらの市町村は、高次の中心地機能を提供する市町村、つまり大都市雇用圏の中心や小都市雇用

圏の中心を含んでいた。都市圏でみれば中心付近に人口が集中する傾向が指摘されてきたが、市

町村内に限れば、必ずしも中心部に集中するわけではなかった。第五に、中心部と周辺部の自然

増加率は、どの類型の市町村であっても、近年になるにつれ減少しており、人口増加率への寄与

が高まる傾向にあった。その一方で、社会増加率は人口増加率の地域差と高い相関を示した。 

これらの結果を踏まえれば、現代の東北地方では、広範な地域でスポンジ化が進行しながら、

相対的に高次の中心地機能を提供するような地域に人口が集中する傾向にあるとみなせるだろ

う。また、一部の都市とその郊外に相当する市町村の中には、中心部で人口が増えるとともに人

口も集中する例もみられたものの、それら市町村においても自然増加率がマイナスに転じるこ

とは避け難く、社会増加率の高さを保ち続けることは、他市町村での急速なスポンジ化の進行を

促すことになりかねないものであった。 

 

(6)個別地域の事例的分析は群馬県高崎市を対象として実施した。都市機能誘導区域に指定され

た旧高崎市都心部では，2000年以降，マンションなどの居住機能の増加が目立つ。全戸数 200戸

を超す大型集合住宅が高崎駅近傍に供給されたこともあり，1995年から 2020年までの 25年間

で都心部の常住人口は，ほぼ倍増した。活況を呈する住宅需給を反映して，都心部の公示地価は

上昇傾向にあり，2020年には 2005年時点と同水準まで回復した。また、都心部には群馬県外か

ら流入した世帯の割合が郊外部よりも高いという特徴がある。都心部に居住する就業者はオフ

ィス従事者で構成され，その多くは高崎市内のオフィスに通勤している一方，東京特別区まで通

勤している就業者もおり，その割合は郊外部に居住する就業者よりも高い。都心居住者が新幹線

で通勤できれば，東京都内までの通勤時間はおおむね 60分であるので，高崎駅徒歩圏内の集合

住宅を購入することに合理性が認められる。 

一方，旧高崎市郊外部では戸建住宅の供給が盛んである。1995年以降，郊外部では新たな宅

地造成に伴って戸建住宅が数多く建設された。住宅需要の拡大は取引価格の上昇をもたらして

おり，平均取引価格は 2010年から 2020年までの 10年間で 37.2％上昇した。郊外部の戸建住宅

には，高崎市内や群馬県下から流入してきた世帯の割合が都心部よりも高いという特徴がある。

郊外居住者はおもに非オフィス従事者から構成され，その多くは高崎市内とその周辺の工場な

どに通勤している。公共交通機関による通勤が困難な郊外部では自家用車の利用が不可欠であ

り，郊外部の自宅から郊外部の職場へ door-to-doorで通勤している実態が想起される。 

以上のように旧高崎市を都心部と郊外部に大別して，住宅需給と居住者属性を比較した結果，

都心部では集合住宅による居住機能の集約が，郊外部では戸建住宅による居住機能の拡散がそ

れぞれ確認された。居住機能が拡散する郊外部では通勤を含む日常生活の移動を自家用車でお

こなうため，最寄り駅やバス停から非徒歩圏に立地する住宅であっても，直ちに生活に支障を来

すことはない。そのため，交通利便性や土地条件が良好とは言えない地域が宅地造成され，戸建

住宅が供給されていくことになる。なかでも，河川氾濫を繰り返してきた烏川と碓氷川流域付近



では，農地転用によって宅地造成が進み，かさ上げされた盛土地・埋立地に小規模な戸建住宅地

が建設されている。 

人口減少期を迎えた地方都市には，新たな宅地造成を喚起することで当面の居住人口を確保

したいという思惑があり，その点については一定の理解ができる。しかしながら，居住機能の過

度な拡散が安全で快適な住環境を脅かすのであれば，線引き制度の廃止や寛容な農地転用によ

る立地規制の緩和は本末転倒であり，人口減少・少子高齢化社会に資する都市像を創造する以前

の問題となる。居住機能の過度な拡散を抑止するには，自治体による立地適正化計画制度のより

適切な運用が求められる。原則的に郊外部の新たな宅地造成を抑制し，居住誘導区域内に限り住

宅建設を認めるなどの方向性が考えられる。宅地としての実績がある居住誘導区域内に再開発

を限定すれば，新たな宅地造成を抑制できるだけではなく，区域内の住宅を再建もしくはリフォ

ームすることで持続可能な住宅地に転換できるのではなかろうか。 
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